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一 《論文要旨》
本稿 は,現 代 ロシアの政党 システムの形成 と変化を,過 去4回 の下院(ド ゥーマ,
国家会議)選 挙 の結果,お よび このテーマに関する先行研究の成果を もとに分析 す
ることを目的 とす る。内容 はまず,第1回 以降の ロシア下院選挙の結果について触
れ,そ の帰結 として形成 された政党 システムの諸特徴を明 らか にす る。次 に,ロ シ
アの政党 システムがなぜその ような特徴を帯 びるに至 ったのか という疑問に対 して
説明を試 みた先行研究を概観 し,最 後に,既 存の議論について整理をお こな った う
えで,批 判的な検討を加え,本 稿独 自の説明 を示す こととした い。
ロシア政党 システムの相貌の変化 に関する結論 は,以 下 のようにな る。 まず,第
1回か ら第3回 下院選挙 までは,第1に 社会経済 的亀裂の浅 さや政党政治 の経験 の
乏 しさという構造的 ・歴史的要因か ら,第2に 小選挙区比例代表並立制下 での連動
効果の影響 という制度的要因か ら,そ して第3に 強力な大統領の存在 とその恣意 的
支配 という制度的 ・ア クター的要因か ら,ロ シアでは流動的で分極的な政党 システ
ムが形成 されたといえ る。 また 「地方知事 の政治 マ シン」 と 「財閥」 とい う 「政党
の代替組織」の存在,な らびに政党 自身の弱 さか ら,無 所属議員が多数,小 選挙区
か ら議会 に送 り込 まれ ることとな った。 そ して,大 統領支持政党であ る 「権力党」
の選挙での相次 ぐ敗 北は,経 済的混乱が続 くなかで,有 権者が 「権力党」 に罰を 与
えてきた帰結で あった と解釈できる。 しか し,第3回 下 院選挙で相争 った 「統一」
と 「祖国一全 ロ シア」の大同団結 により2001年に 「権力党」である 「統一 ロシア」
が誕生 し,第4回 下 院選挙では,プ ーチ ン大統領の人気 と経済の好調,選 挙 キ ャン
ペー ンでの ロシア連 邦共産党の追 い落 とし,有 権者の支持な どのアクターたちの戦
略,お よび選挙制度 の作用 も重な り,「統一 ロシア」は大躍進 したと説明できる。
キ ー ワー ド ロ シア,政 党 シス テ ム,選 挙 制度,ド ゥー マ選 挙,「 権 力 党」
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は じ め に
本稿 は,現 代 ロ シアの政 党 システ ムの形成 と変化 を,下 院(ド ゥー マ,国
家会議)選 挙ωの結果 に関す る既存 の研究の成 果 を もとに分析 す ることを 目
的 とす る。 内容 は,ま ず,1993年以 降 の ロシア下 院選挙 の結 果 につ いて触
れ,そ の帰結 と して形成 された政党 システ ムの諸 特徴を指摘す る。次 に,ロ
シアの政党 システムがなぜその ような形態 に至 ったのか とい う疑問 に対 して
説明 を試みた先行研 究を概観 す ることと し,最 後 に,既 存の議論 につ いて整
理 し批判的な検討を加え ることに したい。
第1章 ロシアの下院選挙 と政党 システム
第1節 下院選挙概観(第1回 一第4回)
まず,簡 単 に1993年以 降 に お け る ロ シア の 下 院 選 挙 の結 果 を概 観 して お
こ う(表1)。1993年12月 に,新 憲 法 採 択 の た め の 国民 投 票 と同時 に お こな
わ れ た 第1回 選 挙 で は,民 族 派 政 党 で あ る ロ シ ア 自由民 主 党(AMIP:」【H6e-
paJlbHo-AeMoXpaTMqecKaslfiapTI151PoccMM)が第 一 党 に な り,旧 ソ連 共 産 党 の
流 れを 汲む ロ シア連 邦 共産 党(KrlPΦ:1(oMMyHKcTllgecKaflnapTu」lPoccMticKoti
ΦeAepaurm)が善 戦 す る も,大 統 領 の 与 党 で あ る 「権 力 党 」(naPT朋B∬aCTH;
partyofpower)(2)の「ロ シア の 選 択 」("Bsl60pPoccvaH")は第 二 党 で あ っ
た。 第2回(1995年)で は,ロ シア 連 邦 共 産 党 が 第 一 党 に な った が,「 わ れ
われ の 家 ロ シア」(HM':"HaillnOM-Pocc朋")は第 二 党 に甘 ん じ,「権力 党 」
は また して も多数 派 に な れ な か った。
1999年ま で,前 述 の とお り,「権 力 党」 は多 数 派 に な れ なか った。 しか し,





政 党 名 比例区 小選挙区 議席数 政 党 名 比例区 小選挙区議席数
ロシア自由民主党: 59 5 64 ロシア連邦共産党 99 58' 157
ロシアの選択 37 25 62 われわれの家 ロシア 45 10 55
ロシア連邦共産党 32 10 42`ロシア自由民主党 50 1
一
51
ロシア農業党 22 16 38 ヤブロコ 31 14 45
ヤ ブ ロ コ 20 7 27 ロ シア農業党 ・ 0・ 20 20
ロ シアの女性 22 2 24 人民に権力を 0 9 9
ロシア統一 と合意党 19 3 22 ロシアの民主的選択 0. 9 9
・ロシア民主党 14、 1 15 ロシア共同体会議 0 5 5
諸 派 0 15 15 諸 派 0 22 22
1無所属 0 五35 135
「
無所属 0 77 77.
全 体'225219444 全 体 225225 450
s
1999; 2003
政 党 名 此例区 小選挙区議席数 政 党 名 比例区 小選挙区
1
議席数
ロシア連邦共産党 67 46 113統一 ロシア 120 104 224
統 一 64 9 73 ロシア連邦共産党 40 12 52
巨 全・シア 37 31 68 祖 国 29 8 37
:右派勢力同盟 24、 5・ 29{ロシア自由民主党 36 0 36
ヤ ブ ロ コ 16 4 20 人民党 0 17 1烈
ロシア自由民主党 17, 0 17; ヤ ブ ロコ 0 4 4
:
われわれの家 ロシア ・ 017 右派勢力同盟 iO 3 3
諸 派
一 → 「劉 18,ト ロシア農業党oi2 旦
無所属 0' 105 105諸派 十 震 6'・無所属 … 66
全 体し一_. . 22512251450` 全 体 225222 447・.一
出 所:1993-1999は,エセ ッ ク ス 大 学 の 「ポ ス ト共 産 主 義 ヨ ー ロ ッパ に お け る 政 治 変 容 と 選 挙
過 程 」HP。http://www2.essex、ac,uk/elect/database/indexCountry.asp?country=
RUSSIA&opt=con。
2003は,ロ シ ア 中 央 選 挙 管 理 委 員 会 のHP。http://gd2003.cikrf.ru/。
一 党 にな った もの の,首 相 の プ ー チ ンの 人 気 を追 い風 に,親 政 権 政 党 の 「統
一 」("EnvaHCTBO")は善 戦 した。 反 エ リツ ィ ンの 「祖 国 一 全 ロ シ ア」(OBP:
"OTeqecTBo-BcHPocc"x")は,モ ス ク ワ市 長 の ル シ コ フや プ リマ コ フ元 首
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相を抱 えて高 い前評判を誇 ったが,政 権側のネ ガテ ィヴキ ャンペー ンな どを
受 けて敗北 した。 プー チ ン大統領の時代 に入 り,2001年,「統一」 と 「祖国一
全 ロ シア」 が合 併 し,「統一 ロシア」("En"HaflPOCCHfi")が誕生 し(院 内会
派 は別),他 の中道 会派 と連携 した結果,議 会 で大統領支持 派が過半数を超
えた(3)。
そ して第4回(2003年)選 挙では,「権力党」 がは じめてその組織的強化
に成功 した結 果,「統一 ロシア」 が圧勝 した。 また,親 政権 勢力 と目され る
ロシア自由民主党 と,選 挙前に急遽結成 された愛国左派の 「祖国」("POAHHa")
が躍進 した。 しか し,リ ベ ラル派 の 「ヤブロコ」("fl6110KO")と右派勢力 同
盟(cnc:COK}31'lpaBbixCmi)はともに比例代 表で議席 が取 れず,議 会 にお
いて,「純 粋 な」野 党 は共産党 だ けにな った。 また,第1回 以 降,小 選挙 区
に多数の無 所属候補 が出馬 し,当 選者 の多 くもまた無所属候補であ り,第4
回で も数 はやや減 った ものの,そ の傾 向は変わ らなか った。現在,政 権与党
会派が無所属議 員などを取 り込 み,下 院で3分 の2を 占め るにいた った結果,
プーチ ンの政治運 営は非 常 に安定 的にな った といえる〔㌔
第2節 ロシアの選挙制度
次 に,ロ シアの選挙 制度 につ いてみて みよ う。 ロシアで は,2003年の選
挙 まで採用 されて いたの は,い わゆ る混合制(MixedSystem)の選挙制 度
で あ り,そ の うち,日 本 と同 じ小選 挙 区比例代 表並立 制(MMM:Mixed-
MemberMajoritarian)であ った(5)。定数 は450議席 で,そ の内訳 は,小
選挙 区(単 独議席選挙 区)が225議席 で,比 例 区(連 邦選挙 区)が225議席
であ った。前者 は1つ の選挙 区で1人 が当選す る小選挙区制 であ り,そ の う
ち,得 票率 にかかわ らず,複 数 の候補者 のなか での最多得票者 が当選す る相
対多数制で あ った。比例 代表 は,全 国1区 で拘束名簿式 を採用 してお り,政
党 の乱立 を防 ぐため に5%条 項 が存在 して いた。 議席 は,「ヘア式最大小数
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法 」 と呼ばれ る方法 で計算 され る。 この方法 は,ま ず有効投票総数を定数で
割 ることで 当選基数 を決 め,各 党の得票を その 当選基 数で割 り商を求 める。
政 党は,そ の商 の整 数 ごとに1議 席与え られ る。配分 した議席が定数 に満た
ない場合,商 の次 の小数部分 の大 きい政党か ら順 に議 席を割 り振 って いき,
全 議席 が決定す る まで続 く(6)。ちなみに,2007年の選挙 か ら選挙制 度 は変更
され ることにな ってい るm。
第3節 政党システムの評価
では,ロ シアの政党 システムにつ いては どの ような評価 がな され うるだろ
うか。政 党 システムの状況 を示す ために,「選挙 ヴォラテ ィリテ ィ」 と 「有
効選挙政党数」 の指標 を用 いて検証 してみたい(表2)。
表2ロ シアの選挙ヴ ォラテ ィリテ ィと有効選挙政党数









出 所:ヴ ォ ラ テ ィ リテ ィは 筆 者 作 成 。 有 効 選 挙 政 党 数 は,
1993-1999がBielasiek,op.cit.,p.20102003が
Gel'man,op.cit.,p.547。
まず,ヴ ォラテ ィリテ ィ(8}は,選挙 ごとの得票率の変化 を表 している。ヴ ォ
ラテ ィ リテ ィが低 い とい うことは,毎 回 同 じ政党が選挙 に出て いる とい うこ
とを示 してお り,政 党 システ ムは安定 して いる ということがで きる。反対 に
この値が高い と,政 党の栄枯 盛衰 が激 しいとい うことを示 して いる。 ロ シア
では,毎 回 ほぼ半 分ない しそれ以上,政 党の得票率が変化 してお り,回 数を
重 ね るごとにヴ ォラテ ィ リテ ィが増加 して いることが分か る。 また,他 の旧
社 会主義諸 国 との比較 において も,そ の高 さは際立 ってい るとされ る(9)。
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次 に,有 効選挙政党数⑱は,選 挙 に政党が どれ くらい参入 してい るのかを,
規模を考 慮 に入れなが ら表す指標 である。 この指標 は1回 の選 挙で政党数 が
どれだけ存在 したかを示す ものであ り,時 系列的にみる と,そ の国 において,
各政党への支持 の集約 と拡散 の傾 向が明 らか とな る。一一般 的に,新 興民主制
では,当 初は政 党間の合従連衡が おこなわれないため,有 効選挙政党数 は大
きな値が出 るが,時 間を経 る ごとにこの数 は安定す る といわれ る。 ロシアに
ついてみ ると,第2回 を ピー クに低下傾 向にあるが,総 じて高 い値 が出てい
る。(ただ し,有 効選挙政 党数 の指標 の もつ欠陥 と して,一 党優位 か否か を
十分 に判別で きな いので はあるが,)2003年の 「統一 ロ シア」 の勝利で,強
力な政 党が不在 で中小政党が乱立す る,そ れ まで の 「分極 的多党制」 の状況
か ら,第4回 のみにつ いては 「一党優位型政党制」 に移行 した といえる。
以上 の2つ の指標 か ら判断す ると,有 効選挙政党数の減少 な どか ら,ロ シ
アの政党 システムは今後安定 して い く可能性を秘 めて いる ものの,ま だ不安
定であ ることがみて とれよ う。
それでは,こ こでロ シア政党 システムの特徴 を あげてお くことと したい。
(特徴la)「強力な政党の不在」。過半数 を制す る政党が第3回 まで欠如 し
てお り,そ れは有効政党数の大 きさにみ られ る。つ ま り,多 極的
な状況 が存在 して きたといえ る。
(特徴lb)「一党優位」。ただ し,第4回 選挙での 「統一 ロシア」の圧勝で,
議会 は3分 の2が 与党 にな って いる。 つ ま り,一 時 的か もしれな
いが,一 党優位の状 況 に移行 したω)。
(特徴2)「 流動 的な政党 システム」。選挙 ごとに,同 一 の政党が連続 して
登場 せず,異 な る政 党(特 に 「権力党」)が一 定 の議席 を獲 得 し
てお り,そ れはヴ ォラティ リテ ィの高 さにみ られ る。
(特徴3)「 無所属 議員の多 さ」。小選挙区では,無 所属候補 が多 く,さ ら
に彼 らは,多 くの議 席を獲得 してい る。
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第2章 ロシアの政党 システムの形成 と変化の要因
前章でみたよ うな特徴を有す るロシア政党 システムは,い かなる要因によっ
て生 まれ,維 持 され,そ して変化 して きたのだろ うか。 これ らの特徴 を説 明
しようとす る先行研 究の成果を整理 しつつ,い かな る要 因が重要 であ ったの
か について考察 してい きたい(12)。
第1節 構造要因 ・歴史要因
まず,政 党 システムの形成 に影響 を与え る要 因 として,社 会経済的構造 に
焦点を当てる議論 を取 り上げたい。構造要因 を重視す る議論の うち,旧 ソ連 ・
東欧諸国 において,説 明 のため に頻繁 に持 ち出 されて きたのが,「社会的亀
裂の欠如 」 の問題 であ る。 つ ま り,社 会主義 体制 下で は,社 会 経済 的亀裂
(cleavage)が欠 けて いたので,社 会集団 を代表す る政 党が生 まれに くか っ
た とす る考 えであ るく'3)。いわゆ る 「凍結仮説」(14)にの っとれば,亀 裂 の ほ と
ん どない旧社会主義諸国で は,政 党 は生 まれ に くく,生 まれた と して も育 ち
に くか った と考 え ることが でき る。
また,ソ 連共産党 による70年余 りの支配 によ って,「政党」 とい う言葉 に
負の意味 が付与 され,そ の結果 あ らわれた 「「政党』不信」,および,政 党政
治 の経験 の乏 しさによ って,離 合集散 が激 し く安定 しない政治 を もた らす
「政党政治 の経験不 足」 とい う要因 も指摘 できる。
これ らの要因 は,ソ 連崩壊前後 に少なか らぬ研 究者 た ちによって取 り上 げ
られた。確か に体制移行初期 には,ポ ス ト共産主義諸 国全般 の状況 に当て は
ま る要 因で あ った といえ る。 しか し,各 国が政党政 治の経験 を10年以上経
る と,こ れ らの要因 は説得力 を失いは じめた。 なぜな ら,同 じ社会 主義国で
あ った中欧の チェコやハ ンガ リーでは,政 党 システムの安定 がみ られつつあ
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るため⑮,社 会経済 的要 因か ら現在の ロ シア政党 システ ムの流動性 を説明す
る ことには問題 が多い と考 え られ るか らで ある㈹。
第2節 制度要因
1.選挙制 度①:連 動効果
政党 システムの形成 に強い影響を与え る要因 と して,選 挙制度が取 り上 げ
られ ることが多い。 ロシアの政党 システ ム形成 において,重 要だ と思 われ る
の は,「デ ュヴ ェル ジ ェの法 則(Duverger'sLaw)」と 「連 動効 果(con-
taminationeffects;interactioneffects)」であ る。
まず,「デ ュヴェル ジェの法則」 について述べ たい。 この 「デ ュヴ ェル ジェ
の法則」 とは,一 般 的に,(1)小選挙区制 は2大 政党制 を生みやすい,(2)比例
代表制 は多党制 を生 みやす い,と い う2つ の命題 で理 解 されてい るく17)。既存
の研究 では,② の命題 に対 して は,3%や5%と い った 「閾値」 の設定 な ど
の効果が指摘 されてい るが,比 例代 表制が多党制を促進 す るという点 は,お
おむね受容 されてい る。 しか し,(1)の命 題 は修正 されて きた。 つ ま り,国 政
レヴ ェルの2大 政党制 の進展 で はな く,選 挙区 レヴェル において,候 補 者数
ではな く,得 票率で みて,2名 の候補者 の競争 にな りやす い とい う方 向への
修正 である。 なぜ票 が2名 の候補者に収 敏す るか とい う疑問 に対す る答えの
1つと して,有 権者が 「戦略投票」 をお こな う,す なわ ち 「勝つ見込 みのな
い第3の 候補者 への投票 が死票 にな ることを恐れて,勝 利の可能性 のあ る上
位2名 の どち らかに投票す る」 とい う理 由が あげ られてい る(18〕。
次 に,「連動 効果」 につ いて述 べた い。選 挙制度が混合制 の場 合,小 選挙
区 と比例代表 の部分 にそれぞれ分かれ るが,こ れまでの研究では,あ る政党
が小選挙区 に候補者 を擁立 した とき,当 該選挙区での比 例区の得 票 も上 が る
とい う 「連動効 果」 が観察 されてい る(19)。これは特 に,小 政党がなぜ小 選挙
区に候補者 を出馬 させ るのか,と い う問題 に対す る解 答の1つ と して提 示 さ
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れて きた。 この効果 の存在 によ り,小 政党 も比例区での票を上昇 させ るため
に小 選挙 区に参入 す る動機 が高 ま り,選 挙区 レヴ ェルで複数 の候補者が出馬
す る こととな る。候補者 が乱立 した として も,上 位2名 に票 が収敏す ること
は,必 ず しも否定 されない⑭。 しか し,候 補者が乱立す る ことによ って票が
分散 した結果,「デ ュヴ ェル ジェの法則」 を覆すケー ス もある。 つ ま り,混
合制 は,比 例区の影響 を考慮 に入れ なけれ ばな らず,単 純 に純粋小 選挙区制
と比較す ることには問題 がある。
それでは,具 体的 に,ロ シアにおいて,こ れ ら理論 につ いて検討 した結 果
どういうことが いえ るのかにつ いて述 べてお きたい。まず,「デュヴ ェル ジェ
の法則」 について検討 した議論 を紹介 しよ う。A.リ ヒテ ンシュタ インとN .
ヤル ゴムスカヤは,1999年と2003年の下院選挙を事例 に,「2人の上位候補
に得票が集 まる」 とい う命題 の検証を試みた。彼女 たちは,有 効政 党数 では
表 されな い大政党 と小政党の区別を含 めて示 す ことがで きる 「モ リナール指
数 」(Molinar'sindex)と,次々点 と次点 の得 票率の割 合(SF-ratio),上
位2名 の得票率をそれぞれ縦 軸 ・横軸で表 し,選 挙区の状 況が一極 か二極か,
それ とも多極 か を明 らか にで きる 「永 山 トライア ングル」(Nagayamatri-
angle)をそれぞれ用いて小選挙区の状況を分析 した結果,ロ シアでは 「デ ュ
ヴ ェル ジェの法則」 は検証 されなか った と論 じた〔2D。
次 に,「連動効 果」の検証 を試 みた議論 を紹介 したい。E.ヘロ ンと西川美
砂 は,1995年の下院選挙(と,1996年の 日本 の衆議院選挙)を 事例 に,「小
選挙 区に候補 を出す と,そ の選挙区で 当該政党の比例 票が伸 び る」 とい う命
題 を,「比例 区での政党 の得 票率」 を従属変 数 に,そ して 「小選 挙区 におい
て候補者 が政党所属か否か」 と 「現職 か否か」 とをそれぞれ独立変数 に して,
重 回帰分析 によって検証 を試 みた。 結果 は,ほ とん ど正の相 関 とな ったが,
「政 党所属 」 につ いて は対 象 とな った9政 党 の うち8政 党 におい て,ま た
「現 職」 につ いては9政 党中6政 党 において有意 であ った。 やや微 妙な結果
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といえ るが,彼 らはロシアで 「連動効 果」 は確 認 され たと解釈 して いる(22)。
ロシアで は,小 選挙区で は2人 の候補 に票 が収 敏 して いかない傾向がみ ら
れたが,比 例 代表の票 の上乗せを期待 した政党 が候補 を立て,全 体的 に乱立
状態 にな った こともその一因 だと考 えて もよいだろ う。 しか し,の ちに述 べ
るが,無 所属議員 の多 さを この理 論で説明す る ことはで きない。
2.選挙制度②:「作 られた多数 派」
次 に,2003年の 「統 一 ロ シア」 の圧勝 を分 析 した,Gゴ ロソフの分析 を
取 り上 げ たい。 彼 は,2003年の選 挙 は,主 に選挙制度 によ って 「多数派が
作 られた」 と論 じた。 この 「作 られた多数派」 は,「有権者 の半 分以下 か ら
しか票 を得 なか った政党 が議会 の多数 的地位 を得 るよ うな状況」 を指す。っ
ま り,ロ シアにおけ るこの状況 は 「統一 ロ シア」が有権者 か ら半数以上 の票
を得て いな いに もか かわ らず,獲 得議席 はほぼ過半数 にな り,そ して結局,
院 内会派 は下院の3分 の2を 占める結 果 とな ったこ とを指 している。 このや
や異 常 な状況が生 まれた原因 は,主 に制度 と政 党の乱立 状況にあ ったと,ゴ
ロソフは考 えている。 まず,比 例区 では,「統一 ロシア」 は全体の約3分 の1
の得票 しかなか った ものの,少 数政 党が乱立 し,5%条 項 を超 え られなか っ
た政 党の票 や,ロ シア特 有の 「すべて に反対(叩omBBceXKaHAHnaToB)」票,
無効票が,そ れ ぞれ死票 にな った結 果,6割 近 くの議席 を占め ることが可能
にな った とす る。 小選挙区で は,小 政党 が乱立 し,さ らにそれ らが地域 に集
中 した支持基盤 を もたないため,「統一 ロシア」 が満遍 な く多 くの票 を獲 得
す ることがで き,そ して,相 対多数制 とい う選 挙制度が機能 した結 果,少 な
い得票 で多 くの議席 を獲得 で きた とす る。 また,2003年以降 の下院 で同 じ
会派 に結集す ることにな る,無 所属候 補 や友党 の候補が,「統一 ロ シア」 が
候補擁立 を見送 った選挙区で勝 利 して お り,そ れ ら議員 が院 内で同 じ会派 を
組 んだ結果 と して,「統一 ロシア」 の議 会会派 は下 院の3分 の2を 占めるに
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いたった㈱。 この議論で は,選 挙 システムが 「多数派を作 り出す」一 因とな っ
た とされてい るが,の ちに述べ るよ うに,政 党 とい うア クター要 因 も重視 さ
れ ている。 つま り,ア クターの戦略 が功 を奏 した一方 で,制 度がその勝利 を
後押 しす る触媒 とな った と解釈で きよ う。
ただ し,こ の ゴ ロソ フの議論 は,2003年の選挙結 果を説明す る ことはで
きるが,そ れ以前 の選挙 には必 ず しも妥 当な もので はない。 なぜ な ら,2003
年以前 には,「統一 ロ シア」 ほ どの強力 な政党 は存在 しなか ったか らであ る。
第2回 と第3回 で第一党 とな った共産 党です ら,過 半数の議席 を獲得で きな
か った ことか ら,そ れは明 らかであ ろう。 したが って,ゴ ロソフの議論は,
あ くまで,2003年の選挙結果 を説明す ることに限 られる といえ る。
3.大統領制 の影響
第3に,憲 法体 制が与え る影響 につ いて も考 えて みたい。 ロシアの憲法体
制 は,半 大統領制(semi-presidentialism)として分類 されるが,こ こでは
純粋大統領制 も含め,広 く 「大統領制」下 における政党 システムについての
先行研究 を概観 してお きた い。
J.リンスの議論以 降 大 統領制が民主化 の進展を遅 らせ る原因であ るとす
る 「大統領制悪玉論」 が隆盛 したω。民 主化 との関連 と同様 に,大 統領制 と
政 党 システムの関係 について も,検 証 がな されて きたが,大 統領制 が政党 シ
ステム に与え る影響 と して,(1)大統領制 下での大統 領権力 と議会権 力の分離
に よ り,議 会 において規律 的で凝集性 を もつ政 党が生 まれ るイ ンセ ンテ ィヴ
が欠け る,(2)行政府への権力集 中によ り与 党に小政 党が結集 しやす くなる,
とい う点 があ げ られて いる㈲。
ロシアの大 統領 制 は,一 般 に 「超 大統領 制」(superpresident輌alism)な
どとi郎楡 され るほ ど強力 だ といわれ るc26)。S.フィ ッシ ュの議 論 によれば,
超大統領制 は,大 統 領が制度上強力な権 限を有す るだけでな く,そ れ を行使
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す る大統 領個人 の権力 の濫用 によ って強化 され る もの である(2η。 で は,強 力
だ といわれ るロ シアの大統領 の強 さ とはいか なる もの かを,憲 法 上の権限か
ら考察 してみ よ う。
第1に,「 行政一 立法 関係」では,大 統領 の 「相対 的強 さ」 が指摘 できる。
ロ シアは,大 統領 と議院 内閣制が組 み合 わ さった,い わゆる半大 統領制であ
り,M,シ ュガー トとJ.キャリーの定義 によれ ば,ロ シアは 「大統 領一議会
制」(president-parliamentarysystem)に分類 され る(28)。
表3で は,ロ シアの1993年(現行)憲 法 におけ る大統領,首 相(内 閣),
議会,国 民の4者 の関係 を示 してい る。 まず,半 大統領制で は,特 に大統領
と首相が異な る党派 で占め られる 「コア ビタ シオ ン」 が起 こる可 能性があ る
が,こ れが起 こるか否か は首相 に関す る権 限を大統領 と議会の どち らが握 っ
て いるか によ って決 まる といえる。 ロシアでは,首 相 の任命 は,大 統領が議
表31993年 憲法における均衡 ・抑制関係 一
国 民 ⇔ 大統領=大 統領 は国民 によ って選 ばれ る(第4章 第1
81条第1項)i
国民⇔議会(下院)=直接選挙。選挙法 に規定
大統領 ⇔ 首 相=大 統領は下院 の同意 を得て,首 相を任命す る1
(第4章 第83条 第1項)。 政府総辞 職につい'
て決定をお こなう(第4章 第83条第3項)1
　
大統領 ⇔ 議 会;大 統領は第111条と第117条で定め られた場 ・i




下院 は大統領 を罷免す るために弾劾をおこなi
う(第5章103条 第1項7)。 だが,憲 法 裁1
判所の決定が必要(第4章93条 第1項)i 　





会 の同意 を得て お こな う。 議会 は大統 領の任命 した首相 を拒否で きるが,3
回否決 され た後,大 統領 は議会を解散で きることにな っているため,大 統領
が強硬な姿勢を と った場合,議 会 は妥協を余儀 な くされ る。 また,首 相の解
任 について は,大 統領 は内閣総 辞職 の決定 権を,ま た議会 も不信任 の権限 を
それぞれ もって いるが,議 会が不信任決議 を採択 したあ と,大 統領がそれ を
覆す ことがで きる,と 第117条第3項(29)に明記 されてい る。つ ま り,ロ シア
で は議会 の多数派が推す首相 は存在 しに くく,「コア ビタ シオ ン」 は起 こ り
に くい といえ る。次 に,大 統領 と議 会の直接的な関係 をみると,第111条(30)
と第117条第3項 と第4項(31)にの っとり,大 統領 は議会 を解散で きる。 議会
は大統領 を弾劾 に よって罷免す ることも可能であ るが,大 統領罷免の手 続 き
は煩雑である(32〕。以上の点か ら,憲 法上,大 統領は議会 に優越 しているといっ
て も過言 ではないだろ う。
第2に,「 絶対的強 さ」を示す指標 と して,「大統領 の立法的 ・非立法 的権
限」 につ いてみてみよ う。 シュガー トとキ ャリーが大統領の権 限を数値 化 し
て示 してお り,そ れに基 づき,半 大統領制諸国について数値化 したのが,表
4であ る。 他の旧社会主義 国や西欧諸 国 と比較 して も,ロ シアの大統領 が非
常 に強力 な権 限を有 していることは明 らかであろ う。
で は,こ の よ うな強力 な大統領の存在が,政 党 システムにどのよ うな影 響
を与え る と想定 され るだろ うか。 ロ シアな らびに旧 ソ連 ・東欧諸 国 におけ る
これ ら議論の検証結果 を検討 してみ よう。結論 か らい うと,強 力 な大統 領制
が政党 システムに与 え る結果については,先 行研究 にお いて2つ の見解 が並
存 して い る。 第1に,「 超大統領 制」 は政党 システムの阻害要因 とな らな い
とい う議論 があ る。J.イシヤマ とR.ケ ネデ ィは,フ ィ ッシュの議論 を踏 ま
え,超 大統領制 の国にお ける政党 の発展 を考察 した。彼 らは,ほ ぼ同一 の選
挙制度(混 合制)を 採 用す るロシア,ウ クライナ,キ ルギ スタン,ア ル メニ
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ー括拒否権:4=覆 せ ない拒否権,3二定数 の3分 の2以 上 の多数 で覆せる拒否権,2=3分 の2で 覆せ る拒否権,1=議 会の絶
対過半数 もしくは3分 の2以 下の多数で覆せる拒否権,0=拒 否権な し,も しくは単純過半数で覆せ る拒否権。
部分拒否権:4=覆 せない,3=圧 倒的多数で覆 せる,2=議 会の絶対過半数で覆せる,1=定 数の単純過半数で覆せ る,O・=拒
否権な し。
大統領令:4=留 保権限,撤 回な し,2・=若干 の制限 された大統領令の権 限,1・=制限つ きの大統 領令制定権,0=大 統領令の
権 限な し,も しくは議会 による委任 のみ。
独 占的立法発議権:4=議 会による修正な し,2=議 会による限定的な修正 あ り,1=議会 による無制限の修正 あ り,0=独 占
的 な権限な し。
予算イニ シアテ ィヴ:4=大統領が予算を作成,修 正は認 め られない,3=議 会が予算項 目を削減す るか も しれないが,増 大
はできな い,2=大 統領は予算全体の上 限を決 め,そ のなかで議会が修正,1=議 会 は もし新 しい予算を指定す るときのみ
支 出を増大,O=r議会が予算を無制限に作成 ・修正で きる。
レフ ァレンダム提案:4=無 制限,2=制 限つ き,0=レ ファレンダムを提案する権限な し。
非立法権力
組閣:4=確 認 も認証 もな く内閣を任命,3=議 会 による確認か認証を条件 に閣僚 を任命,2=内 閣全体を任命でき るが,議 会
による確認か認証が必要,1=首 相を任命す るが,首 相 が他の閣僚を任命,0=議 会 の推挙以外で閣僚 を任命できない。
内閣解任:4=任 意に閣僚解 任できる,2・一解任 できる限定的な権限あ り,1=代 わ りの閣僚や内閣を議会が認めた ときのみ解
任で きる,O=内 閣 もしくは閣僚は,議 会によって不信任が決議 され,解 任 され る。
内閣不信任:4=議 会 は内閣 もしくは閣僚 を不信任決議 で解任で きない,2=議 会は不信任 を決議で きるが,大 統領が議会の
解散 によ って応 えて もよい,1二 「建設的」不信任投票のみ,0=無 制限の不信任。


























の持続 性」,「無 所属 候 補 の成功 度 合 い」,「継 続 して議 席 を獲 得 した政 党
(continuousparties)の地 方 での浸透度 」 の指標 を用 いて分析 を試 みた。
強 い大統領 を有 す るロシアにおいて,発 展 した政党が確認 され る一方,大 統
領 がそれほ ど強 くない ウクライナ において,政 党が未発達 であ った とい う結
果 か ら,彼 らは強力 な大統領制 を持 つ国が必ず しも政党発展を妨 げない と結
論 づ けた(33)。
第2に,強 力な大統領 の存在 は,政 党 が選挙 ブロ ックを作 るのを妨 げ,さ
らには有権者 が戦略的 に投票す るイ ンセ ンテ ィヴを与 えない とす る議論 があ
る。T.ク ラー クと 」.ウィ ッ トロ ックは,ロ シアを含 む旧 ソ連 ・東 欧13力
国 を対象 に,「強力 な大統領 を有す る国 は有効政 党数の値が高 く出 る」 とい
う命題 を検 証 してい る。 彼 らは,「有効選 挙政党数 」 と 「有効議会政 党数」
を従属変数 に,「選挙制度」,「二 院制」,「大統領 の強 さ」 を独立変 数 に して
回帰分析を おこな った。結果 は,政 党数 に対 して,二 院制 か否 か とい う要因
はほ とん ど関係 な く,選 挙制度 も(議 会 政党数ではな く)選 挙政党数 を制限
す るよ う機能 す るだけに とどま り,強 い大統領の存在のみが統計 的に有意 な
効 果を もつ とい うものであ った。 ここか ら彼 らは,ロ シアの ような国でみ ら
れ る 「政 党 システ ムの破砕 化(fragmentation)」は,強 い大統領 の存在 の
結 果であ ると して いる(誕)。
この うち,イ シヤマ とケネ デ ィの研究 では,ロ シアは他の3力 国 と比較 し
て政党が発 展 して いるとされて いるが,ロ シア との比較の対象 を中東欧 に拡
大す ると,お そ らくこの議論 は当て はま らな くな る。つ ま り,イ シヤマとケ
ネデ ィは事 例数が4力 国で 旧 ソ連諸国の みが対象 だが,ク ラー クとウ ィッ ト
ロ ックは事例 数 が13力 国で旧 ソ連 ・東 欧諸国が対 象 とい う点で も,大 統領
の強 さが政党発展 の阻害要因 にな るとい う後者 の議論 は,少 なか らず説得力




以上 の議論 か ら,ロ シア政党 システムの特徴(第1章 第3節 を参照)の 一
部 を説 明す ることがで きるだ ろ う。 まず,小 選 挙区比例代表並立制 とい う選
挙制度 と,強 力な大統領 の存在が,過 半数を取 れ る政党 の形成を促 さず,小
政党 の乱立 を もた らしたとい うことである(特 徴laを 説明)(35)。また,2003
年 の選挙 では,選 挙 制度 が 「統一 ロ シア」の勝利 を 「圧勝」へ と変貌 させ る
一因 にな った ことも明 らか とな って いる(特 徴1bの 一部を説明)。
しか し,制 度 的要 因だ けでは,ま だ解明で きない問題が残 る。 第1は,な
ぜ選挙 ごとに異な る政党 が出現 す るの か とい う点で ある(特 徴2)。第2は,
なぜ無所属議員が 多いのか とい う点であ る(特 徴3)。そ して,第3に,2003
年以前 と以後の結果 の相違 を説 明で きない とい う点が あげ られ る。つ ま り,
議会の過半数 を占める政党 が生 まれなか った第1回 一第3回 の選挙 と,プ ー
チ ン与党が圧勝 し,一 党優位 とな った第4回 との違 いが,制 度 とい う変数 の
み によ って明 らか にはな らな いので あ る(特 徴1bの 一部)。第4回 の選挙
結 果 は,あ くまで 「統一 ロシア」 その もののパフ ォーマ ンスの高 さに負 うとこ
ろが大 き く,選 挙 制度 は 「統一 ロシア」 の 「勝 利」 を 「圧勝」 へ と変貌 させ
た,た だの触媒 にす ぎなか ったのである。要す るに,「統 一 ロシア」 のように
強力な政 党が存在 していなか った,第1回 一第3回 では,選 挙制 度が,強 力
な政党 が躍進 す るた めの 「触 媒」 と して機能す ることはなか ったのである。
そ こで重要なのが,大 統領,議 会,政 党,そ して有権者 とい ったア クター
要 因であ る㈱。
第3節 アクター要因
1.有権者 の投票行動:「業績 投票」 モデル
まず,政 党 システムに影響を与え るアクター と して,投 票 をお こな う有権
者が,当 然 なが らあ げ られ よう。有権者の投 票行動を説明す るモデルは多々
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あるが,本 稿で は 「業績投票」 に関す る議論 を取 り上 げたい。 「業績 投票」
とは,「有権者 が現政権 の業績 を高 く評価すれ ば与 党候 補者 に投 票 し,低 く
評価すれ ば野党候補者 に投 票す る」 とい うモデルであ る。 このモデル には,
有権者が,政 府 の業績 がよければ 「賞」 を与え,悪 ければ 「罰」 を与 え ると
い う 「賞罰投票」の意 味が含 まれてい る(37)。
ロシアの有権者 はその 「業績投票」 を してい るとの議論が ある(SS)。D.ドゥ
ヴァノヴァと エ ゼ リンスキは,「有権者 は選挙 時の経済状 況 に鑑 みて,与 党
の現職 を再任す るか,も しくは罰す るが,そ の一一連 の過程 は政党 を通 じてお
こなわれる」 とい う議論 が成 り立つ と仮定 し,具 体 的に,ロ シアの有権者 は
どの政党が 「与党」で あると認識 しているのかを確認 しよ うとした。 彼 らは,
現職 与党を,「議会の最大政党」,「最大 の2党 の連合」,「権力 党」 の3つ に
分 け,そ れぞれの 「現職再選の有無」 を従属変数 に し,各 地域 の 「失業率」
と 「消費者物価指数(イ ンフ レ)」を独立 変数 に して ロジステ ィック回帰分
析 をお こな っている。 この分析 によれば,「権力党」 のみ,「失業率」 と 「イ
ンフ レ」 とい う経 済的指標 が悪化す ると,「再 選」 の可能性 も下 が った。 こ
の結果か ら,彼 らは,有 権者は 「与党」 を 「権 力党」であ ると認識 して お り,
現 職の 「権力党」候補が再選す る可能性 は経済状況の関数 であ ると解釈す る
にいた ってい る⑭。 この解釈で は,与 党が勝 てなか った理 由は,そ の与党 の
現職が有権 者 に罰せ られて いたとい う事実 に帰 され うる。 さ らには,政 権与
党が選挙での敗 北を踏 まえ,次 の選挙で は新 しい政党 に衣替え し,イ メー ジ
を一新 しようとい う意図が働 いていた ことも,こ こか ら推測で きよう。
また,M.フ ィリッポ フは,1993年か ら1999年までの下 院 ・大統領 選挙
を事 例 に,ハ イパ ーイ ンフ レによ る 「貯蓄 の喪失」 を独立 変数 に,そ して
「ロシア連邦共産党への支持」 を従属変数 に して回帰 分析 をお こな った結果,
正 の相関が み られ,統 計的 に有意な結果 が出た ことを明 らか に した。 さらに
個人所得や退職者数な どの変数 を制御 して もなお,そ の結果 は維持 され ると
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している。 彼は,経 済改革 当初 に起 こ りうる貯蓄の喪失 は,有 権者が野党 を
支持す る方向 に対 して持続的 に作用す ると結論づ けてい る㈹。
反 対 に,S.ウ ェグ レンとA.コ ニ ツ ァー は,2003年の下院選 挙で ロシア
連邦共 産党 が敗北 した理 由を探 った。彼 らは,地 方 のいわ ゆ る 「負 け組」
(`10seゴ)が1990年代 には ロシア連邦共産党 を支持 してきたが,2000年代初
頭,プ ーチ ンの経済 改革が成功 したことで2003年の選挙で は 「統一 ロシア」
を支持 した,と 解釈 して いる㈲。
共産 党 の浮沈か らも明 らかだが,小 選挙 区には政 党所属 の候補者 も多 数,
立候補 している(その一因 として先述 の 「連動効果」があげられるだろう)。そ
うであるに もかかわ らず,「与 党を罰 しようとする有権者が,な ぜ無所 属候補
に投票するのか」 とい う問題 は,こ こでの議論の射程 には入 っていない⑰。
2.「政党の代替組織Sの 存在:「地方知事の政治マ シン」 と 「財閥」
政党 は,個 々の政治家(選 挙 においては,立 候補者)に,資 源や機会 とい っ
た 「集 合財 」(collectivegoods)を与 え る存 在 と考 え る ことがで き る。 で
は,あ る国 に政党が存在 しな い という ことは,彼 ら候補者 に 「集 合財」 を提
供 す る組織 がない とい うこ とを示 して いるのであ ろうか。 さ らにいえば,政
党が存在 して いるロシアでは,な ぜ無所属候補が選挙で よいパ フ ォーマ ンス
を示す ことがで きるのだ ろ うか㈲。
その問 いに対す る答 え と して,H.ヘ イルは,「地方知事 の政治 マ シ ン」 と
「財閥」 が 「政党 の代替組織 」(partysubstitutes)として機能 して きた こ
とをあげてい る。彼 は,な ぜ ロ シアで政党無所属の候補者 が多 く当選 してい
るのか に対 す る答え を,「政 党 の代替組織 」が存在 してい る ことに見 出 して
いる。地方の指導者 た ちの多 くは,ソ 連時代 に強力 な権限を手 に していたが,
移行後 も 「連邦構 成主体」 の知事が それ ら権限 を継承 し,発 展 させて きた。
彼 ら知 事は直接選 挙を経て生 き残 ってお り,強 力 な 「政治マ シ ン」を維持 す
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ることに成功 し,そ の知事 たちによ って,多 くの無所属候補者が支援 されて
きた。 また,1990年代 後 半 まで に,ロ シア政治 に強大 な影 響力 を誇 った
「財閥」(「オ リガル ヒ」,「金融産業 グルー プ」)も,政 党の支援を おこな うと
同時に,無 所属議 員を支持 し,さ らには資本家 自 らも出馬 していた。 ヘ イル
は,1999年の下 院選挙 を事例 に,「主要政 党所属の候補者 な らびに 「政党 の
代替組織」 が推す候補者 は,そ れぞれか ら支持 されていない候 補者 よ りも高
い得 票率で あ る」 とい う仮 説 と,「知事 の政 治 マ シンが推薦 す る候補者 の得
票 と政党所属 の候補者 の得票 とのあいだ には負の相 関があ る」 とい う仮説 に
対 し,統 計 を用 いて検証 を おこな った。結 果 は,そ れぞれの仮説 が妥 当であ
る ことを確 認 した。特 に,後 者の仮説 が確 認 され た ことは,「政 党の代替組
織」が政党 のパ フ ォーマ ンスを低下 させ る 一因 とな ることを示 している とさ
れ る⑭。
3.既成政党 の弱 さ:「供給」 サイ ドの失敗
「政党 の代替組織」 が存 在 して きた ことの みを もって,ロ シアで政党 シス
テ ムが流動的で ある状況 を説 明す るのは一面的 にす ぎる。つ ま り,ロ シアの
政党 自体 のパ フ ォーマ ンスに も,そ の一 因が あると考 え られ よう。
有権者 は 「選挙 市場」(electoralmarket)にお いては 「需 要側」 であ る
が,政 党は 「供給側 」 に位置す る。 この 「供給側」 である政党の問題 は,こ
れまで取 り上 げてきた よ うに,政 党 の生存率 の低 さや,小 選挙区の全選挙 区
に候補者 を擁立 で きる政党 の不在,選 挙 に出る政党 と議会会派の不一致 な ど
の点 か ら指摘 されて きた。 これ らの議論 を受 けて,例 えば,R .モーザーは,
ロシアには安定 した政党が存在 して いないが ゆえ に,有 権者は戦略的な投 票
をお こなえず,結 果,政 党 システム は流動的 にな ってい ると している㈲。 同
様 に,R.ロ ーズ らは,ロ シアの政 党 システ ムが流動 的で ある原 因は,政 治
エ リー トが安定 した政治組 織を形 成で きなか ったか らであ ると論 じた㈹。 ま
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た,R.ス ミスは,大 衆の党派性 の発展 とエ リー トの行動か らロシアの政党
システムな らびに政党組織 につ いて分析 をお こな った。彼女 は,ロ シアでは
凝集性 が高い政治組織 を作 る ことも,政 党へ の大衆 の関与 を強化す ることも
失敗 に終わ った とし,政 党 は大衆の利益 を代表で きず,強 大な大統領 に対抗
する力 ももたなか った と した(4')。
4.大統領 の動 向:エ リツ ィン ・プーチ ンの人気 と戦略
最 後 に,「権力党」 が第3回 選 挙 まで第一党 にな るこ とす らで きなか った
に もかかわ らず,な ぜ第4回 選 挙 で勝利 で きたのか について,「供給 側」 と
しての大統領 の戦略 か ら考 えてみたい。
これ まで流動 的な政党 システムを生 み出 して きた要因の1つ は,大 統領支
持政 党,す なわ ち 「権 力党」が選挙 ごとに変化 してい ることにあ るともいえ
る。 つ ま り,大 統領 が支持 し,彼 を支持 す る政党 が,2003年まで十分 な発
展を遂 げて こなか った ことが理 由とな る。
エ リツィンは,自 身を支持す る本格的な政党結成に最後 までこだわ らなか っ
た。1999年,政権側 が 「祖国一全 ロシア」 に対抗 す るため に 「統一」 を結
成 した当初 も 「権力党」 を強化 しよ うとは考 えて いなか った とされる。 しか
し,政 権側 は 「祖国一全 ロシア」 の存在 の大 き さに脅威 を抱 き,御 用 マス コ
ミなどを通 じて,彼 らに対 して徹底的な批判を展開 し,選 挙で これを破 った。
その結 果,プ ーチ ンらは将来 において 「祖 国一全 ロシア」 の ような政 党が台
頭 す るのを防 ぐため,さ らには,議 会運営 な らび に法案通過 を スムーズにす
るため,「統 一一」 と 「祖国一全 ロ シア」 を合併 に導 き,「統一 ロシア」 を結成
す る道 を選ん だ。 また,「権 力党」 が組織 的な安定 を勝 ち取 る一方,経 済の
好調 を背景 に して,プ ーチ ンは高支持 率 を維 持 した㈹。 さ らに,2003年の
下院選挙 では,「統一 ロ シア」 は選挙キ ャンペー ンにおいて,御 用 マ スコ ミ




以上 の議 論を踏 まえ ると,最 終 的に,以 下のよ うに まとめ ることがで きよ
う。 まず,政 党の代替組織 の存在 と既成政 党の弱 さが,無 所属議 員の多 さを
説 明 してい るといえ る(特 徴3)。 さらに,大 統領 な らび に政権側 が 自身 の
支持 政党の結成 ・強化 に力 を注 がず,毎 回違 う政党 がその任 を担 っていた こ
とか ら,一一見,流 動 的 な政 党 システ ムが出現す る事態 が み られ た といえ る
(特徴2)。そ して,1999年か ら2003年にか けて,プ ー チ ン政権下 で,強 力
な 「権力党」=「 統一 ロ シア」 が結成 され ることとな り,現 在 は,「一党優
位型政党制」 に似 た様相がみ られ ること とな ったと解釈で きる(特 徴lb)。
お わ り に
最後 に,こ れ までの分析結果 を踏 まえ;ロ シア政党 システムの相貌の変化
に関す る結論 を示 したい。 まず,第1回 か ら第3回 下院選挙までは,第1に
社会経済 的亀裂 の浅 さや政党政治 の経験 の乏 しさという構造 ・歴史要因か ら,
第2に 小選挙 区比例代 表並立制下 での連動効果 の影 響 とい う制度 要因か ら,
そ して第3に 強力な大統領 の存在 とその恣 意的支配 とい う制度 ・アクター要
因か ら,ロ シアの政 党 システムは,「選挙 ヴ ォラテ ィリテ ィ」 の高 さにみ ら
れ るよ うに流動 的で,「有効選挙政党数」 の高 さにみ られ るよ うに分極的 な
政 党 システム が形成 され た といえ る。 また,「地 方知 事 の政治 マ シ ン」 と
「財 閥」 とい う 「政党 の代 替組 織」 の存在,な らびに政党 自身 の弱 さか ら,
無所属議員が多数,小 選挙区か ら議会 に送 り込 まれ ることとなった。 そ して,
「権力党」 の選挙での相次 ぐ敗 北 は,経 済 的混乱 が続 くなか,有 権者 が 「業
績投 票」 によ って罰 を与 えて きた帰結 であ った と解 釈で きる。 しか し,「権
力党」 である 「統一 ロ シア」 が,第3回 下院選挙で相争 った 「統一」 と 「祖
国一 全 ロシア」 の大 同団結 によ り2001年に誕生 し,第4回 下院選挙 では,
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プーチ ン大統領の人気 と経済 の好調,選 挙キ ャンペー ンでの野党追 い落 とし,
有権者 の支持 とい うア クターの戦略,そ して選挙制度 の後押 しの結果,大 躍
進を成 し遂 げたのであ る。
しか し,前 回選挙か ら4年 を経過 した2007年にお こなわれ る第5回 下院
選挙では,議 席がす べて比例代表 によって決 ま ることとな って いる。 この新
しい制度の下 では,小 選挙区制 の廃止 によ り無所属議員 は一掃 され,7%条
項 の存在 によ り小政党 は議席を獲 得で きない ことになる。 また,下 院選挙が
お こなわれ る時期(現 段階で最 も近 い選挙 は,2007年12月)は,大統 領選
挙(現 段 階で最 も近 い選 挙 は,2008年3月)の 前 のため,大 統領 レースを
占 う意味 ももつ㈹。 今後 も,ど のよ うな選挙結果 にいた るかを分析す る際に
は,ア クターの戦略 ・行動への注視 とな らんで,彼 らの行動 を制約す る制度
的 な要 因,そ して後 に控え る大統領選挙 の展望が下院選 挙 に及ぼす影響 に も
目を向 ける必要が あろう。
《注 》
(1)ロ シア連邦 は二院 制 。 連 邦議 会 は上 院(連 邦 院)と 下 院(ド ゥー マ)か らな
る(ロ シア連 邦 憲法 第5章 第95条 第1項)。 以 下逐 一 触 れ な い が,憲 法 の条 文
に つ いて は,次 の本 を参考 に して い る。 樋 口陽 一,吉 田 善 明編 『解 説世 界 憲 法
集(第4版 第4刷)』 三省 堂,2004年。
(2)い わ ゆ る大 統 領支 持 政 党 の こ と。 第1回 で は 「ロ シア の選 択 」,第2回 で は
「わ れ わ れの 家 ロ シア」,第3回 で は 「統 一 」,第4回 で は 「統 一 ロ シア」 が そ
れ に あた る。 ちな み に,政 権 与 党 とい う表現 も用 いて い るが,こ ち らは 「権 力
党 」 だ けでな く,「権力 党」 と統 一会派 を組 み,こ れ を支 え る政党(H.オ ヴ ァー
ス ル ー トとR.ヴ ェ ル ホ イ ル の 表 現 を 引 用 す れ ば,「 衛 星 政 党 」(satellite
party),「補 助 政 党 」(adjunctparty))も含 ん だ 言 い 方 で あ る 。Hans
OverslootandRubenVerheul,"ManagingDemocracy:PoliticalParties
andtheStateinRussia,"inlournal〔ヅCommunistStudiesandTransition
Politics,(Vol.22,No.3,2006),p.392.権力党 の 説 明 につ いて は,".li.rne60θa.
napTHABnacTn〃no∬Hc,2004.Ng.2.c,85-92.
(3)1999年 まで の 下院 選挙 結 果 とそ の前 後 の展 開 につ い て優 れ た分 析 を お こな っ
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て い る邦 語 文 献 は,上 野 俊 彦 『ポ ス ト共 産 主 義 ロ シ アの 政 治 エ リツ ィ ンか ら
プ ー チ ンへ』 日本 国 際 問 題 研 究 所,2001年;中 村 裕 『ロ シア の 議会 と政 党』
東 洋 書店,2000年 。





nalOfDemocracy,(VoLl5,No.3,2004),pp.20-31;上野 俊 彦 「ロ シ アの 内政
動 向2003年12月 国 家 会 議 選 挙 と2004年3月 大 統 領 選 挙 を 中 心 に」r国 際問
題 』 第531号,2004年,2-17頁:永 綱 憲 悟 「2つの 国 政 選 挙 と ナ シ ョナ リズ
ム 「祖 国 」 ブ ロ ックを 中心 に」r海 外 事情 』6月 号,2004年 ,16-29頁。




York:OxfordUniversityPress,2001),pp.9-24、も う1つ の代 表 的 な 制度 は,
ドイ ツ な ど に 代 表 さ れ,比 例 代 表 が 基 礎 と な る 小 選 挙 区 比 例 代 表 併 用 制
(MMP:Mixed・MemberProportional)であ る。 そ の他,混 合 制 の 定 義 に 関








(6)三 輪 和 宏 「諸 外 国 の下 院 の選 挙 制 度 」 「レ フ ァ レ ンス』 第56巻 第12号 ,
2006年,72頁。
(7)具 体 的 に は,混 合 制 か ら,完 全 比例 代 表 制(450議 席)と な る。 こ れ まで の
比 例代 表 の部 分 とは,金 国1区(地 域 別 名 簿 あ り)で 拘 束 名 簿 式,そ して ヘ ア
式 で計 算 す る点 は変 わ らな い。 た だ,そ れ まで の5%か らハ ー ドル は あが り,
7%条 項 が 採 用 され る こ と と な った。 溝 口修 平 「プ ー チ ン大 統 領 の 議 会 改 革






選挙 ヴ・ラテ・ リテ ・一 Σ1『 ←ll
増 加 分 と減 少 分 は 同 じな の で,前 回 選 挙(t-1)か ら次 の選 挙(t)に か けて
得 票率 が変 化 した分 の 絶対 値 を2で 割 ると値 が 出 る。
(9)詳 し く は,JackBielasiak,"ThelnstitutionalizationofElectoraland
PartySystemsinPostcommunistStates,"inComparativePotitics,(Vol.34,
No.2,2002),p.200.
(10)有 効 選挙 政 党 数 は各 党 の 議席 率 を2乗 して合 計 した値 の逆 数 で表 され,以 下
の式 で 計算 で き る。
1有効 選 挙 政党 数(1Vの =
E]vi2
(ΣVi2は政 党 の得 票 率 の2乗 の合 計)
まt・9効議会政党撫)も あり・・れ1ま壽 で表される・




(12)ソ 連 末 期 の政 党 出現 に関 す る議論 と して,拙 稿 「ソ連 解体 と政 党 ペ レス ト
ロイ カ期 の政 治 変 動 を 中心 に」 『政治 学 研究 論集 』 第21号,明 治 大学 大 学 院政




(14)「凍結 仮 説 」 は,S.リ プ セ ッ トとS.ロ ッカ ンが主 張 した 議論 で あ り,「西 欧
諸 国 の1960年代 の政 党 シ ステ ム は,1920年代 の亀 裂 構造 を反 映 して い る」 と
い う もので あ る。 政 党 シス テム を社 会勢 力 の力 関係 と配 置の 反映 と見 る社会 学
的 ア プ ロ ー チ と して理 解 され て い る。 川 人 貞 史,吉 野 孝,平 野 浩,加 藤 淳 子




(16)ロ シア政 党 シス テ ムの分 析 にお いて,制 度要 因 に,構 造 要 因 を継 ぎ足 す必 要
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性 を 指 摘 し て い る の が,RobertG.Moser,"TheElectoralEffectsofPresi-
dentialisminPost-SovietRussia,"in.loumalOfCommunistStudiesand
TransitionPolitics,(Vo1.14,No.1/2,1998),pp.54-75.
(17)モ ー リ ス ・デ ュ ベ ル ジ ェ(岡 野 加 穂 留 訳)『 政 党 社 会 学 現 代 政 党 の 組 織 と




(19)日 本,ド イ ツ,イ タ リ ア な ど の 混 合 制 下 に お け る 選 挙 を 事 例 に,「 連 動 効 果 」
を 確 認 し た 研 究 と し て,以 下 。 水 崎 節 文,森 裕 城 「得 票 デ ー タ か ら み た 並 立 制






1027-105;ステ ィ ー ブ ン ・R・ リ ー ド 「並 立 制 に お け る 小 選 挙 区 候 補 者 の 比 例
代 表 得 票 率 へ の 影 響 」 『選 挙 研 究 』 第18号,・2003年,5-11頁;西 川 美 砂 「2001
年 参 院 選 に お け る 政 党 シ ス テ ム へ の 選 挙 制 度 の 影 響 」 『選 挙 研 究 』 第18号,
2003年,12-25頁 。
(20)S.リ ー ド は,小 選 挙 区 比 例 代 表 制 下 の イ タ リ ア の 選 挙 く1994年と1996年)
と,日 本 の 選 挙(1996年 か ら2005年)で,小 選 挙 区 に 関 し て ,「 デ ュ ヴ ェ ル




(21)① モ リ ナ ー ル 指 数 は 次 の 式 で 表 さ れ る 。
Σ カ～一 Σ ρfハrp=1十N
Σ ρ～
(Nは 前 述 の 有 効政 党 数,Piは 政 党 の議 席 率 も しくは得 票率,P,は 第 一
党 の 値)
1と い う数 字 は,第 一 党 を数 え るため の もの で,巨 大 な優 位 政 党 が 存在 す る
と, .この 指数 は大 きな値 とな る。
② 次 々点 と次点 の得 票 率 の 割 合(SF・ratio:thesecond-to・firstloser'svote




この指標は,デ ュヴェル ジェの法則が作動 した結果,当 選者 と次点候補 に票
が集中 し,次 々点の候補 の得票が減少す るという仮説を検証す るため に開発さ
れた。小選挙区だけでな く,大 選挙 区にも適用可能である。
























(X軸 が1位 の 得 票 率,y軸 が2位 の 得 票 率)
こ の 指 標 で は,三 角 形 の 頂 点 に 近 い ほ ど(特 に,HとAで)二 極 的 で あ る
と さ れ る 。 も っ と も 一 極 的 な の がCで あ り,も っ と も 多 極 的 な の はFで あ る 。




(22)HerronandNishikawa,op.cit.,pp.77-83.これ と は 反 対 に,比 例 区 に 参
入 し た 小 政 党 が,票 の 上 乗 せ を 期 待 し て 小 選 挙 区 に 候 補 者 を 立 て て い る と い う






(24)J.リ ン ス,J.A.バ レ ン ズ エ ラ 編(中 道 寿 一 訳)『 大 統 領 制 民 主 主 義 の 失 敗



















(28)「大統 領 一 議会 制 」 の特 徴 は以 下。 ① 行 政 部 の長 は国 民 か ら選 出 され る,②
首相 は議 会 の 信任 に依存,③ 行 政 府 の長 は議 会解 散 権 を持 ち,同 時 に,首 相 ・
閣 僚 の 解 任 権 も もつ 。 同 じ半 大 統 領 制 の 「首 相 一 大 統 領 制 」(premier-
presidentialsystem)は,行政 府 の 長 が首 相 の 解 任 権 を もた な い と され,そ




(29)ロ シア連 邦 憲法 第6章 第117条 第3項:下 院 で政 府 の 不信 任 決 議 が採 択 され
た場 合,大 統 領 は政 府 の総 辞 職 を宣 言 す る か,下 院 の決 定 を退 ける ことが で き
る。 下 院が3ヶ 月 以 内 に また政 府 の 不信 任 を決 議 した とき,大 統 領 は政 府 の総
辞職 を宣 言 す るか,下 院 を解 散 す る。
(30)ロ シ ア連 邦 憲法 第6章 第111条 第4項:首 相 の推 薦 が3度 続 け て否 決 され た
の ち,大 統 領 は首 相 を任 命 し,下 院 を解 散 し,新 選 挙 を公 示 す る。
(31)ロ シ ア連 邦憲 法 第6章 第117条 第4項:首 相 に よ る下 院 へ の信 任 問題 の提 出
を下 院 が拒 否 した と き,大 統 領 は7日 以 内 に,政 府 の総 辞 職 を採 択 す る か,下
院 を解 散 し,選 挙 を 公示 す る。
(32)大 統領 が 国家 反逆 の罪 を犯 した と最 高 裁判 所 に よ って 認 め られ た事 実 を下 院
が告 発 し,そ して,憲 法 裁判 所 が それ を有 効 と した場 合 にのみ,上 院 に おい て
大 統 領 は罷 免 され る。 また,下 院 の 弾劾 決 議 と上 院 に よ る解 任 決定 は,下 院議
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員 の3分 の1以 上 の 発 議 と 下 院 に よ っ て 設 置 さ れ た 特 別 委 員 会 の 決 定 が あ る と
き に,両 院 そ れ ぞ れ の 議 員 定 数 の3分 の2以 上 で 採 択 さ れ な け れ ば な ら な い 。
さ ら に,上 院 に お け る 大 統 領 罷 免 の 決 定 は,下 院 の 大 統 領 弾 劾 か ら3ヶ 月 以 内








(35)旧 ソ 連 ・東 欧 地 域 で み ら れ る 穏 健 な 政 党 シ ス テ ム は,混 合 制 の 影 響 が 強 い と
論 じ た 文 献 と し て,TatianaKostadinova,``DoMixedElectoralSystems
Matter?:ACross・NationalAnalysisoftheirEffectsinEasternEurope,"in
ElectoratStudies,(Vol。21,No.1,2002),pp.23-34.
(36)同 様 に,M.マ ク フ ォ ー ル は,ロ シ ア 政 党 シ ス テ ム の 形 成 を 説 明 す る う え で,
現 行 制 度 が 選 択 さ れ た 過 程 に 焦 点 を 当 て る こ と に 加 え,ア ク タ ー の 行 動 が 織 り
込 ん で 理 解 さ れ る 必 要 が あ る と 論 じ た 。MichaelMcFau1,"ExplainingParty
FormationandNonformationinRussia:Actors,Institutions,andChance,"
inComparativePoliticalStudies,(VoL34,No.10,2001),pp.1159-1187.
(37)前 掲 『現 代 の 政 党 と 選 挙 』187頁 。 ゲ ー ム 理 論 を 用 い て,こ の 問 題 を 説 明 し


















(42)「 業 績 投 票 」 以 外 の 議 論 で は,2003年 の 下 院 選 挙 は ナ シ ョ ナ リ ズ ム を 訴 え た
政 党 が 勝 利 し た と い う 主 張 が あ る 。 木 村 汎 「プ ー チ ン,シ ラ ヴ ィ キ ー,ナ シ ョ
ナ リ ズ ム 」 『海 外 事 情 』6月 号,2004年,2-15頁;前 掲 「2つ の 国 政 選 挙 と ナ
























(50)ロ シ ア は,大 統 領 選 挙 と 議 会 選 挙 の 時 期 が 異 な る 非 同 時 選 挙(nonconcur-
rentelections)であ り,議 会 選 挙 が 大 統 領 選 挙 よ り 前 に 来 る 反 ハ ネ ム ー ン 選
挙(counterhoneymoonelections)であ る 。 反 ハ ネ ム ー ン 選 挙 で は,議 会 選
挙 が 大 統 領 選 挙 の 前 哨 戦 の 役 割 を 担 う と い わ れ て い る 。ShugartandCarey,
op.Ct't.,p.243.
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